
Ⅰ－１

Ⅰ－２ 決算額 千円 構成比％ 構成比％ 決算額 千円 構成比％ 一般財源千円 経常一般財源千円

3,880,073 24.2 43.1 2,650,289 17.5 2,448,654 2,400,617

183,727 1.1 2.1 1,658,041 10.9 1,484,565 1,454,749

第3次 7,204 0.0 0.1 2,006,204 13.2 669,921 667,405

人 9,624 8,724 0.1 0.1 1,214,613 8.0 1,158,802 1,151,591

人 57.8 12,581 0.1 0.1 1,051,630 6.9 1,004,602 997,391

10,485 332,672 2.1 3.8 162,983 1.1 154,200 154,200

54.8 9,681 0.1 0.1 - - - -

人 - - - 5,871,106 38.7 4,277,377 4,219,613

人 70,981 0.4 0.8 2,034,377 13.4 1,383,265 1,154,617

10,367 0.1 0.1 189,660 1.2 158,116 142,861

1 5,201,639 32.4 49.3 2,192,030 14.4 2,002,093 1,749,165

2 普 通 4,299,337 26.8 49.3 634,731 4.2 634,478 629,127

3 特 別 546,617 3.4 - 1,557,299 10.2 1,367,615 1,120,038

4 震災復興特別 355,685 2.2 - 608,725 4.0 602,861 -

5 9,717,649 60.6 99.6 908,800 6.0 650,200 -

6 4,810 0.0 0.1 1,437,277 9.5 1,166,900 1,096,051

7 39,092 0.2 - - - - -

8 294,910 1.8 0.2 1,945,426 12.8 472,425 -

9 25,118 0.2 - 66,619 0.4 66,619 -

10 1,877,036 11.7 - 1,484,765 9.8 420,983 -

1,039,300 6.5 - 補 助 980,479 6.5 65,510 -

100,498 0.6 0.1 単 独 479,665 3.2 354,638 -

7,582 0.0 - 県 営 4,130 0.0 630 -

675,880 4.2 - その他 20,491 0.1 205 -

574,661 3.6 - 460,661 3.0 51,442 -

634,310 4.0 0.0 15,187,401 100.0 10,713,237 8,362,307

貸 付 金 収 入 255,412 1.6 - 健全化判断比率

そ の 他 378,898 2.4 0.0 決算額 千円 構成比％ 一般財源千円 実質赤字比率

1,062,898 6.6 - 178,383 1.2 178,383 -       ※

108,800 0.7 - 1,963,041 12.9 1,781,591 連結実質赤字比率

664,308 4.1 - 4,235,561 27.9 2,465,608 -       ※

有 16,053,744 100.0 100.0 2,094,959 13.8 1,983,719 実質公債費比率

有 252,339 1.7 1,220 7.2%

- 決算額 千円 構成比％ 増減率％ 639,016 4.2 288,072 将来負担比率

- 1,560,538 40.2 △ 2.1 524,317 3.4 239,166 -       ※

- 個 人 分 1,307,464 33.7 4.6 1,710,389 11.3 991,168 ※「-」は赤字また

法 人 分 253,074 6.5 △ 32.2 536,255 3.5 480,975 は将来負担なし

1,837,285 47.3 △ 1.4 1,369,267 9.0 1,084,491

81,479 2.1 2.4 460,661 3.0 51,442

266,499 6.9 12.0 1,214,613 8.0 1,158,802

合 計 0 0.0 - 8,600 0.1 8,600

93.1 134,272 3.5 △ 2.1 15,187,401 100.0 10,713,237

88.4 入 湯 税 10,651 0.3 △ 10.2

90.8 都市計画税 123,621 3.2 △ 1.3

3,880,073 100.0 △ 1.6 95.9%

H25･3･31 36,872

H26･3･31 36,398

042064 歳 入 性 質 別 歳 出

区　　分 経常一般財源千円 区　　分白石市 H25 年 度 交 付 税 種 地 区 分

平　成　２５　年　度 コード番号

決　  算　  状 　況
地 方 税

人 口 面 積 人口集中地区人口 産業構造就業人口及び割合(人・％）

市 名

市 町 村 類 型

国 調
     k㎡
286.47

H２２年　12,679人
H１７年　13,023人

区 分

H 17年 39,492

H 22年 37,422 就
業
人
口

3,756,452 人 件 費

地 方 譲 与 税 183,727 うち職員給

Ｈ２２
国調

第1次 第2次 利 子 割 交 付 金

1,025 5,988 配 当 割 交 付 金

36.0

増 加 率 △ 5.24
人口密度 (参考）国調人口

住 基 台 帳

株式等譲渡所得割交付金 12,581

扶 助 費

公 債 費

7,204

8,724

36.9 ゴルフ場利用税交付金

Ｈ１７
国調

1,399 7,056 地方消費税交付金

7.3

小 計

元 金 償 還

H22年 H12年   40,793人 区 分 -

332,672

一 借 利 子9,681

6.2

指数等 指定団体等の状況 特 別 地 方 消 費 税

6.9 広 域 市 町 村

0.433 退職手当支給事務

内
訳

6.3 自治振興センター

物 件 費131人 H 7年   41,852人 基準財政需要額 7,866,937 低 開 発 自動車取得税交付金 70,981

維 持 補 修 費区 分 平成25年度 平成24年度 基準財政収入額 3,567,600 広 域 地方特例交付金 10,367

補 助 費 等歳 入 総 額 ① 16,053,744 18,227,183 標 準 財政 規模 9,553,987 一部事務組合加入状況 地 方 交 付 税 4,299,337

歳 入 歳 出 差 引 額 ①-②③ 866,343 979,961 実 質 収支 比率

歳 出 総 額 ② 15,187,401 17,247,222 財 政 力 指 数

投資及び出資金貸付金実 質 収 支 ③-④⑤ 660,220 810,420 実質公債費比率

翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源④ 206,123 169,541 公 債 費 比 率

-

積 立 金

内
訳

一部事務組合4,299,337

以 外 の も の

-

7.2 ご み 処 理 関 係

交通安全対策特別交付金 4,810

小 計 8,691,726

繰 出 金単 年 度 収 支 ⑥ △ 150,200 35,342 起 債 制限 比率 4.8 し 尿 処 理

分担金・負担金 - 前年度繰上充用金積 立 金 ⑦ 119,063 300,827 積 立 金現 在高 8,011,462 火 葬 場

投 資 的 経 費繰 上 償 還 金 ⑧ 7,211 34,545 　　うち財調基金 2,819,974 常 備 消 防 使 用 料 20,031

うち人件費

寄 附 金

積 立 金 取 崩 し 額 ⑨ 11,528 37,310 　　うち減債基金 963,939 手 数 料 -

国 庫 支 出 金 -

内
 
 

訳

普通建設事業

繰 越 金 - 災害復旧事業

-県 支 出 金

う
ち

財 産 収 入

視聴覚教材センター

一　　般　　職　　員　　等(平成26年4月1日現在) 債務負担行為額

消 防 災 害 補 償

1,932,836

実 質 単 年 度 収 支 ⑥+⑦+⑧-⑨ △ 35,454 333,404 地 方 債現 在高 10,472,634

後期高齢者広域連合

繰 入 金一人当平均支給月額　円

6,301

-

-

一市二町組合（病院）

一 般 職 員 305 特 別 職 等308,70294,154

区 分 職員数 可 処 分資 産額平成26年4月分給料支給総額千円 一人当り支給月額　円

　うち技能労務職 33 9,154 277,394

854,100

諸 収 入 合 計消 防 職 員 0 副 市 長 H25.1.1 723,900

教育公務員 17

内
訳

4,967

- 目 的 別 歳 出－

509 区 分

0

607,050

509

合 計 322 教 育 長 H25.1.199,121

臨 時 職 員 0 収 入 役 －0

地 方 債 - 議 会 費公 営 事 業 の 状 況 議 会 議 長 H21.12.1 443,625

351,975

    うち減収補填債特例分議 会 副 議 長

議 会 議 員 H21.12.1
事業名

法適
用の
有無

収 支 額
普通会計か
らの繰入額

- 総 務 費374,400

合 計 8,723,377 衛 生 費国保会計の状況

うち臨時財政対策債 - 民 生 費

506,635 9

上 水 道 676,747 4,220 12

下 水 道 222,713 471,661 6

農林水産業費290,619千円

342,925千円

国 民 健 康 保 険 342,925 290,619 8

市 税 労 働 費

消 防 費

内
訳

利 子 償 還

223,516円

土 木 費9,606人

商 工 費5,626世帯

区 分 基準税額×100/75

市 民 税

固 定 資 産 税 1,846,053

後期高齢者医療 9,528 557,434 2

1,793,805介 護 保 険 91,139

適 用 税 率 の 状 況 449,638円

内
訳

1,361,837

431,968

教 育 費130,908円

軽 自 動 車 税 80,843 災 害 復 旧 費

267,884 公 債 費個人均等割 3,000円

法 　人
均等割
千　 円

1号   50千円 2号 120千円 徴 収 率

特 別 土 地 保 有 税

98.1

諸 支 出 金個人所得割 6.00％ 3号 130千円 4号 150千円 区 分 現年課税％ 滞納繰越％

固定資産税 1.40％ 5号 160千円 6号 400千円

都市計画税 0.20％ 7号 410千円 8号 1,750千円

98.3

合 計市 民 税 98.2 25.3

内
訳市 税 合 計

目 的 税

17.7法 人 税 割 12.30％ 9号 3,000千円

3,988,585

経常収支比率
　　　88.1％

経常経費充当一般財源
 8,362,307
 9,496,485

歳入経常一般財源等

※減収補填債特例分、臨時財政対策債を
経常一般財源等より除いた経常収支比率

合 計

292,176

307,829

被 保 険 者 数

一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

被保険者一人当り保険税調定額

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

固 定 資 産 税 14.7

市 た ば こ 税

加 入 世 帯 数

(H26.4.1)

H21.12.1職員数

区 分 適用開始年月日

収 支 額

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金

市 長 H25.1.1


